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平成２４年度決算に基づく  

健全化判断比率を公表します 

 

 

 

 地 方 公 共 団 体 の 財 政 の 健 全 化 に 関 す る 法 律 （ 平 成 １ ９ 年 法 律 第 ９ ４ 号 ） 第 ３ 条 第

１ 項 の 規 定 に よ り 、 平 成 ２ ４ 年 度 決 算 に 基 づ く 健 全 化 判 断 比 率 を 次 の と お り 公 表 し

ま す 。  

 

（ 単 位 ： ％ ）  

区 分 
実    質 

赤 字 比 率 

連 結 実 質 

赤 字 比 率 

実 質 公 債 費  

比    率  

将 来 負 担 

比    率  

公 表 数 値 －  －  
12.6 

（12.4）  

148.8 
（158.5）  

早 期 健 全 化 基 準 
14.21 

（ 14.15）  

19.21 

（ 19.15）  

25.0 

（ 25.0）  

350.0 

（ 350.0）  

財 政 再 生 基 準 
20.00 

（ 20.00）  

30.00 

（ 30.00）  

35.0 

（ 35.0）  
 

※ 実質赤字比率または連結実質赤字比率がない場合は「－」と記載しています。 

 （  ） の 数 値 に つ い て は 、 平 成 ２ ３ 年 度 決 算 に 基 づ く 数 値 で す 。  

 

 

 

● 健 全 化 判 断 比 率 と は ？  

 平成１９年６月２２日に公布された「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」により、地

方公共団体の財政の健全化の状況は、①実質赤字比率、②連結実質赤字比率、③実質公債費比

率、④将来負担比率、という４つの指標によって判断されることになりました。これらをあわせ

て健全化判断比率と呼びます。 

 ４つの指標のいずれか１つでも「早期健全化基準」を超えた場合は、「財政健全化計画」を定

め、自主的かつ計画的に財政の健全化を図らなければなりません。 

また、将来負担比率を除く３指標のいずれか１つでも「財政再生基準」を超えた場合には、「財

政再生計画」を定め、総務大臣に報告し、同意を得て財政の再生を図らなければなりません。 
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１  実 質 赤 字 比 率  

 ● 実 質 赤 字 比 率 と は ？  

 市税や地方交付税等を主な財源として、福祉、教育、まちづくりなどの地方公共団体の中心

的な行政サービスを行う一般会計等（一般会計等に属する特別会計を含む。）において、実質的

な赤字額が発生した場合の標準財政規模（市税、普通交付税、地方譲与税等の合計額）に対する

比率で、次の算式により求められます。 
 

   
                  一般会計等の実質赤字額 
      実質赤字比率  ＝                 
                     標準財政規模 

 

 

 ●実質赤字比率の状況【表１】 

 平成２４年度決算に基づく芦別市の一般会計等の実質赤字比率は、実質的な赤字額が発生し

ておらず、標準財政規模６５億６，３３６万円に対して黒字額が２億７，５８７万６千円であ

ることから、比率は４．２０％の黒字となりました。 

（平成２３年度決算に基づく実質赤字比率は、実質的な赤字額が発生しておらず、比率は 

２．７４％の黒字でした。） 

 

 

２  連 結 実 質 赤 字 比 率  

 ● 連 結 実 質 赤 字 と は ？  

 地方公共団体の会計は、一般会計等と、料金収入等の特定の収入を主な財源として、特定の

事業（行政サービス）を行う公営事業会計など複数の会計に分かれています。 

 連結実質赤字比率は、これら全ての会計の赤字額や黒字額を合算し、実質的な赤字額（又は

資金不足額）が発生した場合の標準財政規模に対する比率で、次の算式により求められます。 
 
  
 
                    連結実質赤字額 
      連結実質赤字比率  ＝                 
                     標準財政規模 
 
 
 

 ● 連 結 実 質 赤 字 の 状 況 【 表 １ 】  

 平成２４年度における芦別市全体の連結実質赤字比率は、実質的な赤字額が発生しておらず、

標準財政規模６５億６，３３６万円に対しての黒字額が８億７，７３７万円であることから、

比率は１３．３６％の黒字となりました。 

（平成２３年度決算に基づく連結実質赤字比率は、実質的な赤字額が発生しておらず、比率は 

１３．５９％の黒字でした。） 
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表 １  

 

平成２４年度決算における収支の状況等 

 

 【一般会計等】 

会  計  名 実 質 収 支 

一般会計 2 億 7,498 万 7 千円 

奨学資金特別会計 88 万 9 千円 

小  計～① 2 億 7,587 万 6 千円 

実質赤字比率 △ 4.20％ 

 

  【公営企業に係る特別会計以外の会計】 

会  計  名 実 質 収 支 

国民健康保険特別会計  １億 4,859 万円 

介護保険事業特別会計 1,921 万 5 千円 

後期高齢者医療特別会計 84 万 8 千円 

介護サービス事業特別会計 370 万 9 千円 

小  計～② 1 億 7,236 万２千円 

 

  【法適用企業】 

会  計  名 資金不足・剰余金 

水道事業会計 4 億 1,625 万 9 千円 

市立芦別病院事業会計 978 万 4 千円 

小  計～③ 4 億 2,604 万 3 千円 

 

  【法非適用企業】 

会  計  名 資金不足・剰余金 

新城町簡易水道事業特別会計 23 万円 

西芦別地区簡易水道事業特別会計 285 万 9 千円 

下水道事業特別会計 0 

小  計～④ 308 万 9 千円 

 

合 計（①＋②＋③＋④） 8 億 7,737 万円 

標準財政規模 65 億 6,336 万円 

 

連結実質赤字比率 △ 13.36％ 
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３  実 質 公 債 費 比 率  

 ● 実 質 公 債 費 比 率 と は ？  

 地方公共団体が政府や市中銀行から長期間で借り入れている借金を「地方債」といいますが、

この元金及び利子の支払いを「公債費」といいます。 

 一般会計の公債費のほかに、公債費に準じるものとして、一般会計から公営企業会計等の会計

の公債費に充てるために繰り出す経費等があります。 

 また、本市は近隣市町とともに中空知衛生施設組合を設置し、生ごみ処理施設を運営していま

すが、この建設に係る地方債のうち、本市が負担しなければならない経費もあります。 

 実質公債費比率は、これら一般会計の公債費に、公債費に準じるとされる経費等（準元利償還

金）を加算して算出した実質的な公債費の標準財政規模に対する比率で、次の算式による過去３

年間の平均値で求められます。 

 

 
 
            元利償還金 ＋ 準元利償還金 － 特定財源 
              － 元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 
  実質公債費比率 ＝                     
            標準財政規模 － 元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 

 

 

 

 ● 実 質 公 債 費 比 率 の 状 況 【 表 ２ ・ 表 ３ 】  

平成２４年度決算に基づく芦別市の実質公債費比率は、１２．６％となりました。 

（平成２３年度決算に基づく芦別市の実質公債費比率は、１２．４％でした。） 

公債費等は、１８億５，２３２万円、特定財源等は、１１億６，９７７万３千円です。 

 

表 ２ 

年度ごとの実質公債費比率の推移  

                    （単位：％）  

年  度  単 年 度 の 比 率  ３ カ 年 平 均 の 比 率  

平 成 19 年 度  15.3 17.1 

平 成 20 年 度  11.9 15.1 

平 成 21 年 度  11.7 12.9 

平 成 22 年 度  12.7 12.1 

平 成 23 年 度  13.1 12.4 

平 成 24 年 度  12.1 12.6 
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表 ３ 

公債費の内訳                      

区      分  金   額  前 年 度 比 較 増 減  

①  一 般 会 計 の 地 方 債 元 利 償 還 金  １２億3,688万1千円 △1億3,028万2千円 

②  公 営 企 業 の 地 方 債 償 還 に 充 て た と 認 め ら

れ る 一 般 会 計 か ら の 繰 入 金  
5 億7,360 万4 千円 △3,082 万9 千円 

③ 一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認め

られる補助金または負担金（中空知衛生施設組合） 
2,186 万円 △111 万2 千円 

④ 公債費に準ずる債務負担にかかるもの（ごみ収集車

購入、国営土地改良事業負担金、利子補給金） 
1,997 万5 千円 187 万8 千円 

合      計  18 億5,232 万円 △1億6,034万5千円 

 

 特定財源等の内訳  

区      分  金   額  前 年 度 比 較 増 減  

①  特 定 財 源 （ 公 営 住 宅 使 用 料 、 都 市 計 画 税 、

基 金 繰 入 金 等 ）  
2 億7,189 万3 千円 △3,463 万1 千円 

②  基 準 財 政 需 要 額 算 入 額  8 億9,788 万円 △5,890 万3 千円 

合      計  11億6,977万3千円 △9,353 万4 千円 
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４  将 来 負 担 比 率  

● 将 来 負 担 比 率 と は ？  

 地方公共団体の一般会計が将来支払っていく負債には、一般会計の地方債残高のほか、借金で

はないものの契約等により将来の支払いを約束したもの（債務負担行為）、職員の退職手当、公

営企業会計等他の会計の地方債残高のうち一般会計が負担すべきと見込まれるもの、また、近隣

市町との組合における地方債残高のうちその団体が負担すべきと見込まれるものなどがありま

す。 

 将来負担比率は、こうした将来見込まれる全ての負担を含めた、現時点で想定される将来の負

担額の標準財政規模（ただし、元利償還金及び準元利償還金に係る基準財政需要額算入額を除き

ます。）に対する比率で、次の算式により求められます。 

 

 

           将来負担額 － 充当可能基金額 － 特定財源見込額 

               － 地方債現在高に係る基準財政需要額算入見込額 
 将来負担比率 ＝                     
           標準財政規模 － 元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 
 

 

 

● 将 来 負 担 額 の 状 況 【 表 ４ ・ 表 ５ ・ 表 ６ 】  

 平成２４年度決算に基づく芦別市の将 来 負 担 比 率 は、１４８．８％となりました。 

（平成２３年度決算に基づく芦別市の将 来 負 担 比 率 は、１５８．５％でした。） 

将 来 負 担 額 は 、 ２ １ １ 億 ４ ， ０ １ ６ 万 １ 千 円 、 充 当 可 能 財 源 は 、  

１ ２ ７ 億 ９ ３ ９ 万 ２ 千 円 で す 。  

 

表 ４ 

年度ごとの将来負担比率の推移  

             （単位：％）  

年  度  将 来 負 担 比 率  

平 成 19 年 度  252.7 

平 成 20 年 度  217.8 

平 成 21 年 度  193.0 

平 成 22 年 度  160.7 

平 成 23 年 度  158.5 

平 成 24 年 度  148.8 
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表 ５   

将来負担額の内訳  

区      分  将 来 負 担 額  前 年 度 比 較 増 減  

①  地 方 債 の 平 成 ２ ４ 年 度 末 残 高  

（ 市 の 借 金 の 残 高 ）  
92 億3,176 万9 千円 △2 億7,669 万円 

②  債 務 負 担 行 為（ 契約等により将来の支払いを約

束したもの） に 基 づ く 平 成 ２ ５ 年 度 以 降 支 出

予 定 額  

※ 芦 別 市 北 部 地 区 国 営 土 地 改 良 事 業 負 担 金

や ㈱ 星 の 降 る 里 芦 別 の 債 務 弁 済 協 定 調 停

に 基 づ く 償 還 金 な ど  

24 億383 万7 千円 △1億7,894万8千円 

③  一 般 会 計 以 外 の 会 計 （ 水 道 事 業 、 市 立 芦

別 病 院 事 業 、 下 水 道 事 業 な ど ） の 借 金 返 済

に 充 て る 一 般 会 計 等 か ら の 平 成 ２ ５ 年 度 以

降 負 担 見 込 額  

59 億2,859 万9 千円 △2憶1,769万2千円 

④  本 市 が 加 入 し て い る 中 空 知 衛 生 施 設 組 合

の 借 金 返 済 に 充 て る 一 般 会 計 等 の 平 成 ２ ５

年 度 以 降 負 担 見 込 額  

1 億889 万5 千円 △2,095 万5 千円 

⑤  退 職 手 当 支 給 予 定 額 の う ち 一 般 会 計 等 の

平 成 ２ ５ 年 度 以 降 負 担 見 込 額  
34 億6,706 万1 千円 △7,275 万8 千円 

⑥  設 立 法 人 の 負 債 額 等 の 平 成 ２ ５ 年 度 以 降

負 担 見 込 額  
― ― 

⑦  連 結 実 質 赤 字 額  ― ― 

⑧  組 合 等 の 連 結 実 質 赤 字 額 の 負 担 見 込 額  ― ― 

合      計  211 億4,016 万1 千円 △7億6,704万3千円 

 

表 ６   

充当可能財源の内訳  

区      分  充 当 可 能 額  前 年 度 比 較 増 減  

①  平 成 ２ ４ 年 度 充 当 可 能 基 金 額  17 億2,367 万4 千円 7,082 万円 

②  平 成 ２ ４ 年 度 充 当 可 能 特 定 財 源 見 込 額  

 （ 公 営 住 宅 賃 借 料 、 都 市 計 画 税 ）  
27 億5,537 万7 千円 △90 万3 千円 

③  平 成 ２ ４ 年 度 基 準 財 政 需 要 額 算 入 見 込 額  82 億3,034 万1 千円 △1億5,099万6千円 

合      計  127 億939 万2 千円 △8,107 万9 千円 
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◎健全化判断比率等の対象の会計・団体について 

 

区   分 
 

本市における会計・団体 
 

健全化判断比率 
 

資金 

不足 

比率 

         
                

  

地 
 

方 
 

公 
 

共 
 

団 
 

体 

一 般 会 計 
一 

般 

会 

計 

等 

 

一般会計 

  実
質
赤
字
比
率 

  

連
結
実
質
赤
字
比
率 

  

実
質
公
債
費
比
率 

  

将
来
負
担
比
率 

  
 

  
        

 

特 別 会 計 
 
奨学資金特別会計           

 

  公営事業会計 

公 

営 

事 

業 
会 

計 

 

国民健康保険特別会計 

介護保険事業特別会計 

後期高齢者医療特別会計 

介護サービス事業特別会計 

  
        

 

    
公 

営 

企 

業 

会 

計 

法適用 

企業  

水道事業会計 

市立芦別病院事業会計   
        

資
金
不
足
比
率
（会
計
別
） 

    
法非適用

企業  

新城町簡易水道事業特別会計 

西芦別地区簡易水道事業特別会計 

下水道事業特別会計 
 

        

             
        

一部事務組合・広域連合   

中空知広域市町村圏組合 

中空知衛生施設組合 

空知教育センター組合 

石狩川流域下水道組合 

北海道後期高齢者医療広域組合 

北海道市町村備荒資金組合 

北海道市町村退職手当組合 

    
      

 

        
 

   

地方公社・第三セクター等 
 

㈱芦別振興公社 

㈱芦別畜産振興公社 

㈱空知川ゴルフ公社 
     

 
   

 


